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本補足説明資料は，耐震性に関する説明書のうち屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について

の内容を補足するものである。本補足説明資料と添付書類との関連を以下に示す。 

 

補足説明資料と添付書類との関連 

工事計画に係る補足説明資料 

耐震性に関する説明書のうち 

補足-340-8 

【屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について】

該当添付書類 

1.

共

通

事

項 

1.1 対象設備 共通事項 

1.2 屋外重要土木構造物の要求性能と要求

性能に対する耐震評価内容 

共通事項 

1.3 安全係数 共通事項 

1.4 1.4.1 方針 共通事項 

屋
外
重
要
土
木
構
造
部
の
耐
震
評
価
に
お
け
る
断
面
選
定
の
考
え
方 

1.4.2 取水構造物の断面選定の考え方 Ⅴ-2-2-6 取水構造物の地震応答計算書 

1.4.3 屋外二重管 Ⅴ-2-2-8 屋外二重管の地震応答計算書 

1.4.4 常設代替高圧電源装置置場及び

西側淡水貯水設備 

Ⅴ-2-2-21-1 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水

設備の地震応答計算書 

1.4.5 常設代替高圧電源装置用カルバ

ート（トンネル部） 

Ⅴ-2-2-21-3 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネ

ル部）の地震応答計算書 

1.4.6 常設代替高圧電源装置用カルバ

ート（立坑部） 

Ⅴ-2-2-21-4 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑

部）の地震応答計算書 

1.4.7 常設代替高圧電源装置用カルバ

ート（カルバート部） 

Ⅴ-2-2-21-2 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバ

ート部）の地震応答計算書 

1.4.8 代替淡水貯槽 Ⅴ-2-2-27 代替淡水貯槽の地震応答計算書 

1.4.9 常設低圧代替注水系ポンプ室 Ⅴ-2-2-25 常設低圧代替注水系ポンプ室の地震応答計算書

1.4.10 常設低圧代替注水系配管カル

バート 

Ⅴ-2-2-29 常設低圧代替注水系配管カルバートの地震応答

計算書 

1.4.11 格納容器圧力逃がし装置用配

管カルバート 

Ⅴ-2-2-19 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの地

震応答計算書 

1.4.12 緊急用海水ポンプピット Ⅴ-2-2-33 緊急用海水ポンプピットの地震応答計算書 

1.4.13 緊急用海水取水管 Ⅴ-2-10-4-5 緊急用海水取水管の耐震性についての計算書

1.4.14 ＳＡ用海水ピット Ⅴ-2-2-31 ＳＡ用海水ピットの地震応答計算書 

1.4.15 海水引込み管 Ⅴ-2-10-4-3 海水引込み管の耐震性についての計算書 

1.4.16 ＳＡ用海水ピット取水塔 Ⅴ-2-10-4-2 ＳＡ用海水ピット取水塔の耐震性についての

計算書 

1.4.17 緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンク基礎 

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の

地震応答計算書 

1.4.18 可搬型設備用軽油タンク基礎 Ⅴ-2-2-23 可搬型設備用軽油タンク基礎の地震応答計算書
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1.5 地盤物性・材料物性のばらつきの考慮

方法 

共通事項 

1.6 許容応力度法における許容限界につい

て 

共通事項 

1.7 ジョイント要素のばね設定について 共通事項 

1.8 有効応力解析モデルへの入力地震動の

算定方法について 

共通事項 

2. 取水構造物の耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-6 取水構造物の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-7 取水構造物の耐震性についての計算書 

3. 屋外二重管の耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-8 屋外二重管の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-9 屋外二重管の耐震性についての計算書 

4. 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設

備の耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-21-1 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水

設備の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-22-1 常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水

設備の耐震性についての計算書 

5. 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル

部）の耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-21-3 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネ

ル部）の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-22-3 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネ

ル部）の耐震性についての計算書 

6. 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）

の耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-21-4 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑

部）の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-22-4 常設代常設代替高圧電源装置用カルバート

（立坑部）の耐震性についての計算書 

7. 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバー

ト部）の耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-21-2 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバ

ート部）の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-22-2 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバ

ート部）の耐震性についての計算書 

8. 代替淡水貯槽の耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-27 代替淡水貯槽の地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-28 代替淡水貯槽の耐震性についての計算書 

9. 常設低圧代替注水系ポンプ室の耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-25 常設低圧代替注水系ポンプ室の地震応答計算書

Ⅴ-2-2-26 常設低圧代替注水系ポンプ室の耐震性について

の計算書 

10. 常設低圧代替注水系配管カルバートの耐震安

全性評価 

Ⅴ-2-2-29 常設低圧代替注水系配管カルバートの地震応答

計算書 

Ⅴ-2-2-30 常設低圧代替注水系配管カルバートの耐震性に

ついての計算書 
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11. 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの

耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-19 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの地

震応答計算書 

Ⅴ-2-2-20 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの耐

震性についての計算書 

12. 緊急用海水ポンプピットの耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-33 緊急用海水ポンプピットの地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-34 緊急用海水ポンプピットの耐震性についての計

算書 

13. 緊急用海水取水管の耐震安全性評価 Ⅴ-2-10-4-5 緊急用海水取水管の耐震性についての計算書

14. ＳＡ用海水ピットの耐震安全性評価 Ⅴ-2-2-31 ＳＡ用海水ピットの地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-32 ＳＡ用海水ピットの耐震性についての計算書 

15. 海水引込み管の耐震安全性評価 Ⅴ-2-10-4-3 海水引込み管の耐震性についての計算書 

16. ＳＡ用海水ピット取水塔の耐震安全性評価 Ⅴ-2-10-4-2 ＳＡ用海水ピット取水塔の耐震性についての

計算書 

17. 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎

の耐震安全性評価 

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の

地震応答計算書 

Ⅴ-2-2-12 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の

耐震性についての計算書 

18. 可搬型設備用軽油タンク基礎の耐震安全性評

価 

Ⅴ-2-2-23 可搬型設備用軽油タンク基礎の地震応答計算書

Ⅴ-2-2-24 可搬型設備用軽油タンク基礎の耐震性について

の計算書 
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1.1－2 

1.1 対象設備 

耐震安全性評価の対象とする屋外重要土木構造物は，Ｓクラスの機器・配管の間接支持構造

物若しくは非常時における海水の通水機能・貯水機能を求められる取水構造物，屋外二重管，

貯留堰，常設代替高圧電源装置置場及び常設代替高圧電源装置用カルバートである。 

また，同様に耐震安全性評価の対象とする「常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事

故緩和設備」及び「常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設」に該当する土木構造物である代替淡水貯槽，常設低圧代替注水系ポンプ室，

常設低圧代替注水系配管カルバート，格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート，緊急用海水

ポンプピット，緊急用海水取水管，ＳＡ用海水ピット，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット取水

塔，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎，可搬型設備用軽油タンク基礎についても記

載する。 

なお，防潮堤及び貯留堰については，津波防護施設としての耐震安全性評価を別途実施する。 

これらの屋外重要土木構造物等の位置図を図 1.1－1 に示す。 
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1.1－3 
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1.4.10－1 

1.4.10 常設低圧代替注水系配管カルバートの断面選定の考え方 

図 1.4.10－1 に常設低圧代替注水系配管カルバート平面配置図及び地質断面図を示す。ま

た，図 1.4.10－2 及び図 1.4.10－3 に常設低圧代替注水系配管カルバートの平面図及び断面

図を示す。 

常設低圧代替注水系配管カルバートは原子炉建屋の南側に設置し常設低圧代替注水ポンプ

室と原子炉建屋間をつなぐ常設低圧注水系配管の間接支持機能を有する。 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，延長 20.1 m，内空及び内空高さ 2.3 m の一連のボ

ックスカルバート構造の鉄筋コンクリート造で，人工岩盤を介して十分な支持性能を有する

岩盤に設置する。 

図 1.4.10－1（1） 常設代替注水配管カルバート 平面位置図（全体平面図） 
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1.4.10－2 

図 1.4.10－1（2） 常設代替注水配管カルバート 平面位置図（拡大図） 

図 1.4.10－1（3） 常設低圧代替注水系配管カルバート地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位：mm）
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1.4.10－3 

図 1.4.10－1（4） 常設低圧代替注水系配管カルバート地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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1.4.10－4 

図 1.4.10－2 常設代替注水配管カルバート 平面図 

図 1.4.10－3 常設低圧代替注水系配管カルバート断面図（東西方向断面）
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1.4.10－5 

(1) 耐震評価対象断面の整理

1.4.1「方針①耐震評価断面候補の整理」に従い，耐震評価候補断面を整理する。

耐震評価断面の特徴を表 1.4.10－1に示す。 

表 1.4.10－1 常設低圧代替注水系配管カルバート耐震評価候補断面の特徴 

＊：施工時の開削範囲を考慮すると，D2g-3 層は構造物周囲には分布しない。 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，鉄筋コンクリート造の単純な線状構造物であるた

め，軸方向（南北方向）が強軸断面方向，軸直角方向（東西方向）が弱軸断面方向になる。 

A－A 断面は岩盤上面に埋戻土が分布する。C－C 断面は，岩盤上面に D2g-3 層が分布するも

のの，構造物の施工時の開削範囲を考慮すると，構造物周囲の D2g-3 層は埋戻土となる。施工

時の開削範囲を図 1.4.10－4 に示す。 

断面 要求性能 構造的特徴 周辺地質 
間接支持 

する設備 

東西方向

A－A 

断面 

間接支持 

・ボックスカルバート

構造の鉄筋コンク

リート構造物

・人工岩盤を介して岩

盤に設置する

岩盤上面に埋戻土が分布

する 
常設低圧注水

系配管 

東西方向

C－C 

断面 

同上 同上 

岩盤上面に D2g-3 層が分

布＊し,その上部に埋戻土

が分布する 
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1.4.10－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.10－4 常設低圧代替注水系配管カルバート 平面位置図（開削範囲） 

 

(2) 耐震評価対象断面の選定 

常設低圧代替注水系配管カルバートは，弱軸断面方向である東西方向の断面から評価対象

断面を選定する。 

東西方向の断面のうち，C－C 断面は，施工時の開削により構造物周囲が埋戻土となる。ま

た，A-A 断面は構造物周囲が開削以前から埋戻土である。このように，C-C 断面及び A-A 断面

共に構造物周囲が埋戻土であることをを考慮の上で評価対象断面を選定する。 

A－A 断面は C-C 断面よりも構造物周囲に広く埋戻土が分布し，地震時の地盤変位が厳しく

なると想定されることから，A－A断面を評価対象断面とする。 

 

(3) 断面選定結果 

常設低圧代替注水系配管カルバートの耐震評価対象断面位置の選定結果を表 1.4.10－2

に，評価対象断面を図 1.4.10－5 に示す。 
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1.4.10－6 
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1.4.10－8 

図 1.4.10－5 常設低圧代替注水系配管カルバート断面図（東西方向断面） 
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1.9－1 

1.9 地震応答解析における構造物の減衰定数について 

地震応答解析においては，線形材料としてモデル化する鋼材の減衰定数は 3％（道路橋示方

書（Ｖ耐震設計編）同解説（平成 24 年 3 月））とし，線形材料としてモデル化するコンクリー

トの減衰定数は 5％（ＪＥＡＧ４６０１－1987）としている。 

本資料においては，線形材料としてモデル化する鋼材の減衰定数を 2％と仮定したケースと

コンクリートの減衰定数を 4％及び 3％と仮定したケースの地震応答解析をケーススタディと

して実施し，構造物の照査値に対しては，構造物の減衰定数の設定値による影響が支配的では

ないこと，すなわち減衰定数の設定値の違いにより構造物の照査値（発生応力度/短期許容応

力度）に有意な差が生じないことを確認する。 

 

1.9.1 評価方法 

鋼材及びコンクリートの減衰定数についてケーススタディを実施する。具体的には，この

度の工事計画認可申請にて，道路橋示方書及びＪＥＡＧ４６０１に従い設定している減衰定

数（鋼材 3％及びコンクリート 5％）に対して，鋼材の減衰定数を 2％と仮定した場合及びコ

ンクリートの減衰定数を 4％及び 3％と仮定した場合の解析を実施し，構造物の照査値の比較

を行う。 

評価対象施設は，鋼材（鋼管杭）及びコンクリートの両方の材料から構成される屋外重要

土木構造物である常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）とする。また，鋼材

（鋼管杭）を上部構造に有する評価対象施設は，上部構造及び下部構造ともに鋼材（鋼管杭）

を構成部材に有する津波防護施設である鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁とする。 

地盤物性値には，地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース（豊浦標準砂モ

デル）の解析用物性値を用い，地震動には，幅広い周期帯で比較的応答加速度が大きいＳｓ

－Ｄ１を用いる。 

その他の解析条件は，この度の工事計画認可申請における耐震計算書と同じである。 

表 1.9－1 に構造物の減衰定数に係るケーススタディの検討ケース，図 1.9－1 に常設代替

高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の平面配置，図 1.9－2に鋼管杭鉄筋コンクリー

ト防潮壁の平面配置，図 1.9－3 に耐震評価対象断面，図 1.9－4 に解析モデルをそれぞれ示

す。 

表 1.9－1（1） 検討ケース（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

ケース 鋼材の減衰定数 コンクリートの減衰定数

①（設計値） 3％ 5％ 

② 2％ 5％ 

③ 3％ 4％ 

④ 3％ 3％ 

表 1.9－1（2） 検討ケース（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 

ケース 鋼材の減衰定数 

①（設計値） 3％ 

② 2％ 
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1.9－2 

 

図 1.9－1（1） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の 

平面配置図（全体平面図） 

 

 

図 1.9－1（2） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の 

平面配置図（拡大図） 
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1.9－3 

 
 

図 1.9－1（3） 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の平面図 

 

 

図 1.9－2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の平面配置図（全体平面図） 

 

 

断面③

凡 例

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

鉄筋コンクリート防潮壁

鋼製防護壁
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1.9－4 

 

図 1.9－3（1） 耐震評価対象断面（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部） 

①―①断面） 

 

 

図 1.9－3（2） 耐震評価対象断面（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 断面③） 
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1.9－5 

 

図 1.9－4（1） 解析モデル 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部） 

 

 

図 1.9－4（2） 解析モデル 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 
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1.9－6 

1.9.2 評価結果 

構造物の減衰定数に係るケーススタディの解析による構造物の照査値が最も厳しい要素で

の比較結果を表 1.9－2～表 1.9－4 に示す。なお，図 1.9－5 に常設代替高圧電源装置用カル

バ－ト（カルバート部）の杭位置，図 1.9－6 に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の杭要素番号，

図 1.9－7にカルバートの評価部材名称をそれぞれ示す。 

また，図 1.9－8 に示す節点において検討ケースの床応答を抽出し，応答スペクトルを比較

する。 

図 1.9－9～図 1.9－11 に比較した床応答加速度スペクトル（水平，鉛直）を示す。 

 

表 1.9－2 鋼材（下部構造の鋼管杭）の減衰定数に関する解析結果の比較 

（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

 

 

 

図 1.9－5 常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）の杭位置 

 

カルバート 杭 鋼材の減衰定数　3％ 鋼材の減衰定数　2％

曲げ軸力 0.30 0.30

せん断力 0.12 0.12

曲げ軸力 0.29 0.29

せん断力 0.11 0.11

曲げ軸力 0.15 0.15

せん断力 0.08 0.08

曲げ軸力 0.14 0.14

せん断力 0.11 0.11

曲げ軸力 0.29 0.30

せん断力 0.24 0.24

杭位置
照査項目

照査値（発生応力度/短期許容応力度）
備考

軽油

南側 鋼材仕様
鋼管杭

φ1200mm
t=50mm
SM570北側

水電気

南側

鋼材仕様
鋼管杭

φ1500mm
t=25mm
SM570

中央

北側
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1.9－7 

表 1.9－3 鋼材（上部構造及び下部構造の鋼管杭）の減衰定数に関する解析結果の比較 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 

杭位置 
照査項目 

照査値（発生応力度/短期許容応力度） 
備考 

要素番号 鋼材の減衰定数 3％ 鋼材の減衰定数 2％ 

71 曲げ軸力 0.65 0.65 
鋼材仕様 

鋼管杭 

φ2500mm 

t＝35mm 

SM570 
75 せん断力 0.27 0.27 

 

図 1.9－6 杭要素番号（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）

※秒数は安全率最小要素の時刻
※8 1の場合同時刻性なし 8 2は同時刻

1 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

50 

55 

60 

65 

70 

75 
76 

-65.00

-60.00

-55.00

-50.00

-45.00

-40.00

-35.00

-30.00

-25.00

-20.00

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

T.
P(
m
)

杭-要素番号 / 土層区分

地盤高さの嵩上げ部

表層改良体

Ac層

As層

Km層

薬液注入改良体

Ag1層

Ac層

As層

As層

Ag1層

Ac層

As層

Ac層

As層
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1.9－8 

表 1.9－4 コンクリートの減衰定数に関する解析結果の比較 

（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

カルバート 部材
コンクリート
の減衰定数

　5％

コンクリート
の減衰定数

　4％

コンクリート
の減衰定数

3％

コンクリート 0.16 0.17 0.17 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.27 0.27 0.27 D32@200

鉄筋(地山側) 0.25 0.25 0.25 D32@200

0.37 0.37 0.37 D16@200ctc400

コンクリート 0.32 0.32 0.32 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.56 0.57 0.57 D22@200

鉄筋(地山側) 0.62 0.62 0.62 D29@200

0.57 0.57 0.57 D16@200ctc400

コンクリート 0.17 0.18 0.18 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.21 0.22 0.22 D22@200

鉄筋(地山側) 0.34 0.34 0.34 D25@200

0.17 0.17 0.17 D16@200ctc200

コンクリート 0.29 0.29 0.29 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.47 0.47 0.47 D22@200

鉄筋(地山側) 0.45 0.45 0.46 D29@200

0.47 0.47 0.47 D16@200ctc400

コンクリート 0.44 0.45 0.45 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.72 0.72 0.73 D16@200

鉄筋(南側) 0.65 0.66 0.66 D16@200

0.19 0.19 0.19 D16@200ctc400

コンクリート 0.14 0.14 0.15 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.32 0.32 0.32 D35@200

鉄筋(地山側) 0.13 0.13 0.13 D35@200

0.18 0.18 0.18 D19@200ctc400

コンクリート 0.33 0.33 0.33 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.38 0.38 0.38 D19@200

鉄筋(地山側) 0.28 0.28 0.28 D32@200

0.59 0.59 0.60 D22@200ctc400

コンクリート 0.31 0.31 0.31 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.62 0.63 0.63 D22@200

鉄筋(地山側) 0.49 0.49 0.50 D29@200

0.23 0.23 0.24 D22@200ctc200

コンクリート 0.25 0.25 0.25 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(内空側) 0.47 0.47 0.48 D22@200

鉄筋(地山側) 0.12 0.12 0.12 D32@200

0.57 0.57 0.58 D22@200ctc400

コンクリート 0.15 0.15 0.15 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.06 0.06 0.06 D22@200

鉄筋(南側) 0.02 0.02 0.02 D22@200

0.22 0.23 0.23 D16@200ctc400

コンクリート 0.26 0.26 0.26 f'ck=40 N/mm2

鉄筋(北側) 0.36 0.36 0.37 D29@200

鉄筋(南側) 0.24 0.24 0.24 D25@200

0.30 0.30 0.30 D16@200ctc400

部材位置

照査項目
仕様

（暫定）

軽油

底版
曲げ軸力

せん断力

北側壁
曲げ軸力

せん断力

頂版
曲げ軸力

せん断力

南側壁
曲げ軸力

せん断力

水電気

底版
曲げ軸力

せん断力

北側壁
曲げ軸力

せん断力

照査値（発生応力度/短期許容応力度）

南中壁
曲げ軸力

せん断力

北中壁
曲げ軸力

せん断力

頂版
曲げ軸力

せん断力

南側壁
曲げ軸力

せん断力

中壁
曲げ軸力

せん断力
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1.9－9 

 

 

図 1.9－7 カルバートの評価部材名称（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

 

 

図 1.9－8（1） 加速度応答抽出点（常設代替高圧電源装置用カルバ－ト（カルバート部）） 

 

 

 

軽油カルバート

水電気カルバート

水電気カルバート

軽油カルバート
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1.9－10 

図 1.9－8（2） 加速度応答抽出点（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 
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1.9－11 

 

 

図 1.9－9（1）加速度応答スペクトル：水平方向 

（軽油カルバート底版中央付近） 

 

 

 

図 1.9－9（2） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（軽油カルバート底版中央付近） 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 
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1.9－12 

 

 

図 1.9－10（1） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（水電気カルバート底版中央付近） 

 

図 1.9－10（2） 床応答鉛直加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（水電気カルバート底版中央付近） 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 

配管系固有周期帯 

0.02～0.15s 
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1.9－13 

  

図 1.9－11（1） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：①上部構造頂部） 

 

図 1.9－11（2） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：①上部構造頂部） 
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1.9－14 

  

図 1.9－11（3） 加速度応答スペクトル：水平方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：②上部構造底部） 

  

図 1.9－11（4） 加速度応答スペクトル：鉛直方向 

（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁：②上部構造底部） 
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1.9－15 

表 1.9－2～表1.9－4，図1.9－9～図1.9－11のとおり，この度の工事計画認可申請にて道

路橋示方書及びＪＥＡＧ４６０１に従い設定している減衰定数（鋼材 3％及びコンクリート

5％）に対して，鋼材の減衰定数を 2％と仮定した場合，及びコンクリートの減衰定数を 4％

及び 3％と仮定した場合の解析を実施した結果，対象とする機器・配管系の固有周期帯にお

ける加速度応答に有意な差がないこと，及び構造物の照査値に有意な差がないことを確認し

た。 
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